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をまじめに   

2003年12月、日韓自由貿易協定（m）締結にむけた両国政府の交渉が始まろうと  

している。日韓mが民間レベルで議題に上ったのは1998年のことである。そのあと両  

国の産官学による研究会が発足して日韓mの実現可能性が検討されてきた。10月下旬  

におこなわれた日韓首脳会談では自由貿易協定が話題に上った。（日本経済新聞  

2003／10／21）   

日韓自由貿易協定に関してはいくつかの争点がある。第1に、日韓に限らずmとい  

う形態が問題ではないかという点である。二国間で結ばれるmによる地域統合という  

形態は、Gm／Wmがこれまでに進めてきた多国間交渉とは異なる。地域差別的な条約  

を各国が結ぶことにより、地域的なブロックが生じ結果として世界全体の貿易量が締小す  

るおそれがあるといわれる。第2に、関税撤廃が行われることで、両国の特定のセクター  

に壊滅的な打撃を与えるのではないかと危倶されている。とりわけ、韓国では恒常的な対  

日貿易赤字が問題となっていて、mを結ぶことでこの赤字がさらに拡大するのではない  

かという予想がある。第3に、両国は現在、軽済構造改革の取り組みを進めている。日本  

と韓国でその間題の性質や改革に至るまでの道筋は異なるものの、新規産業創出のために  

研究開発費支出を増額することや、規制緩和によって高コスト構造を是正するという目標  

は両国に共通して見られる。こうした現状で、日韓mが構造改革を進める一助となる  

ことが期待されている。（浦田 2002）   

この論文ではこうした自由貿易協定に関する議論、そして日韓自由貿易協定に関する  

議論に一定の解答を示すことを目的としている。   

論文は4つの部分からなる。まず、第1節では、二国間で結ばれる地域差別的な自由  

貿易協定の特徴を挙げる。世界的な自由貿易協定締結の動向はどのようなものか、そして  

こうした動きはどのような原因で生じているのかを示す。これは第1の争点に答えるもの  

である。第2節では日本と韓国の貿易・産業構造を明らかにする。ここでは、両国の産業・  

貿易構造が類似してきたことが明らかになる。その過程ではいくつかの変化の兆しがある0  

とくに韓国の産業・貿易構造がいかに変遷してきたかを詳しく述べることで、現在におい  

て両国の産業がどういう段階にあるのかを示す。第3節では日本と韓国の農業部門を取り  

上げる。農業部門の輸出競争力は日韓両国で低く、mを締結することでさらなる衰退が  

生じるのではないかと懸念されている。一方で日本と韓国はそうした産業に対して継続的  

な保護政策をとっている。こうした状況を踏まえた上で衰退が予想される産業に対してい  

かなる政策を行なうことが望ましいかについて述べていく。第4節では、90年代から経済  

状況の変化が著しい韓国を中心に見ていく。韓国は通貨危機以降、IMF主導の緊縮的なマ  

クロ経済政策によって回復を遂げた。現在、m締結にむけた動きが本格化しているが、  

そこに至るまでの経緯を明らかにして日韓自由貿易協定に盛り込まれる内容が両国にとっ  

てどのような意味を持つかを示したい。  
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第1節 二国間交渉の特質  

通商政策において、WTO∴に代表される多国間主義を基調としてきた日本が、シンガポ  

ールと初めてmを締結しWTOとともにmも重視する通商戦略に転換した。韓国も  

また99年2月にチリとの交渉を開始するなど、2000年まではmにまったく参加して  

いなかった東アジアの国・地域がそろって方針を転換した。  

その原因としては次の2点が考えられる。第1に、世界的なmの急増のために参加し  

ていない国が例外となってしまったため、多国間交渉のみでは通商交渉において孤立する  

可能性が出てきたことである。図1－1を見ればわかるように、90年代からm締結  

件数が大幅に増えてきていることが分かる。  

国1－1世界のm件数（年代別グラフ）  
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第2に、政策の転換の背景にはWm交渉が進展していないという事実がある02001  

年11月にカタールのドーハで開催された第4回Wm閣僚会議で軋新たな貿易自由化  

を目的としたドーハ開発アジェンダ（DDA）の立ち上げが発表された。これは農産品、非  

農産品、アンチダンピング等の従来のラウンドで議論されてきたことに加えて、シンガポ  

｝ル・イシューと呼ばれる投資、環境に関わる議論や発展途上国の問題を含めて扱う包括  

的な取り観みであった。しかし、知的財産権保護（TⅢ汚）の問題や公衆衛生問題で先進  
国と途上国との間に亀裂が生じ交渉は決裂に終わった。（不公正貿易報告書2003）さらに、  

2003年9月にメキシコのカンクンで開かれた第5回WTO閣僚会議において引き続き同  
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じ議題が取り組まれた。しかし、シンガポールイシューが合意に至らなかったことを引き  

金として交渉は決裂している。（外務省WEBページ）こうした事実は多国間交渉によって  

自由貿易体制を維持することが極めて困難であることを示している0   

第1の争点は地域差別的なmがWTOの多国間交渉の妨げになり、現在の自由貿易  
体制を歪めるおそれがあるのではないかというものであった0しかし、上に挙げた理由に  

ょりこの主張は現状に沿うものではないと言える。世界各国はWmの機能麻痺を原因に  

mという選択肢を選んでいるわけで、こうした動向は自由貿易への潮流に逆らうもので  

はない。なぜならWmが定めている地域統合締結に必要な条件は、国際間取引の障壁を  

引き下げることに方向付けられており、障壁を引き上げるといった自由化に逆行する動き  

はできないからである。つまり、mはWmが理想とする「最善の策」ではないにして  

も、「次善の策」として十分自由貿易に資するものなのである。（兼光1991）   
ただ、mの交渉にしても簡単に合意が得られるとは限らない。先のメキシコとのm  

交渉では、メキシコが日本に豚肉やオレンジジュースに対する関税引き下げ強く要求した  

ことから交渉は決裂に終わった。農林水産省は、交渉決裂の原因をメキシコの農業と利益  
団体についての理解が浅かったこととし、これからは締結を考えている国・地域ごとに戦  

略を組むよう、省内の組織の組換えを行なうとしている。（朝日新聞2003／11／15）   
このことから分かるように通商交渉においては、交渉国の持っている産業の特質がそ  

のままその国の利害となって表面化する。多国間交渉の場合、産業の特質が著しく異なっ  
た国々が同じ交渉に臨むことになる。それゆえ利害関係が二国間交渉より複雑になる0先  

に述べたように、Wm閣僚会議では先進国と発展途上国の対立が存在していて交渉の大  

きな阻害要因になっている。しかし、mは限られた国で交渉が行なわれるので、締結を  

考える国に固有な経済状況と自国に固有な経済状況を考慮した上で、締結国の選択や交渉  
のスケジュールといった戦略を組むことができる。   

こうした二国間交渉の特質、つまり自由貿易への弾みを維持しうるという特質ゆえに、  

mという形態の重要性が現在増してきているのである。  
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第2節 日本と韓国の産業・貿易構造  

（1）日本と韓国の産業構造   

まず日本の産業構造の変遷について概観しておく。第二次世界大戦以降、日本は第1  

次産業から第2次産業へと急速なシフトを行い工業国となった。1970年台に生じた石油  

危機によってエネルギー多消費型の産業から自動車や家庭電化製品のような高加工度の産  

業や高付加価値を持つハイテク型産業への転換があった。近年の情報化の進展により第3  

次産業の比重が高まっている。（伊藤・清野・奥野・鈴村1988）   

韓国は1960年代半ばに輸入代替型の産業から輸出志向型の産業への転換、70年代か  

ら80年代を通して一賞した重化学工業への重点的資源配分が行われた。こうした産業構  

造の変遷では政府による産業政策が積極的な役割を果たしたことに注目したい。（深川  

2000）   

図2－1・2 は日本と韓国の製造業、つまり第2次産業内の付加価値で測った各産  

業の割合を示している。縦に積みあがったグラフは下から順に、化学工業晶、食品・飲料・  

タバコ、機械・輸送機器、繊維・衣料品、その他の製造品となっている。日本と韓国の製  

造業のパターンを示した二つの図をよく見比べてもらいたい。   

日本の製造業の構造を見ると、韓国よりもその変化が穏やかであることが分かるであ  

ろう。（図2－1）日本の製造業では機械・輸送機器の占める割合が常に高い。一定の変  

化の方向をもっているのは、繊維・衣料産業である。繊維・衣料品の付加価値の割合は年々  

低下している。繊維・衣料品以外では一貫した上昇、あるいは一貫した下降の傾向は見ら  

れない。   

次に、韓国の製造業の構造を見てみよう。（図2－2）ここで特徴的なことは機械・  

輸送機器の全製造業に占める割合が80年代から一貫して上昇し続けていることである。  

さらに同じ図で衣料・繊維品と食料・飲料・タバコが一貫して低下していることが分かる。  

ここで韓国の産業政策をごく簡単に示しておこう。韓国の産業政策の柱は、60年代か  

ら7回にわたって行なわれてきた5カ年計画であり、それは強い成長志向をもっていた。  

第1次5カ年計画（1962～1966）では輸入代替工業から輸出志向型への転換が図られた。  

このころ、韓国の主力産業であった農業部門で効率の悪さが目立つようになり、食料輸入  

によって国際収支危機が発生していたことが転換の原因である。外資の導入による技術の  

獲得を目的とした第1次5カ年計画以後、韓国は工業化を加速させていく。韓国が重工業  

化による高度成長を遂げるのは、第3次5カ年計画（1972～1976）の頃である。この計  

画では「国民投資資金」の創設によって重化学工業部門に大規模な資金の導入が行なわれ  

た。これは財閥と政府の密接な関係を生みだす原因となった。また政府は輸出支援の拡大、  

為替レートの切り下げ、金利の引下げ等をおこない、輸出産業に対するインセンティプを  

与えた。（深川2000）図2－2はこうした産業政策の成果を跡付けている。  
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（2）貿易構造の類似性   

次に日本と韓国の貿易構造の特徴を示す。ここでは国際連合統計局が作成している貿易  

データを用いているG国連は貿易財を標準国際貿易分類（SITC）と呼ばれるコードで8桁  

の数字を使って詳細に分類している。その1桁レベルの分類で貿易構造の変遷が大まかに  

把握できる。1桁レベルの分類で輸出類似指数（ES）を計算してみた。輸出類似指数とは  

次のような計算式で定義される。  

勘阜打∵窄／芳子  
郡＝   

ガf′／方よ′：j国の世界市場への総輸出額（T）に占める商品iの輸出額の割合  

君／ガさ：ゑ国の世界市場への総輸出額（T）に占める商品iの輸出額の割合  

ただし耶ま全商品、iはSITCで1桁レベルの分類（0～8）に含まれる商品   

ESの値が1ならば、J国とK国の輸出構造がまったく異なり、両国の輸出財は補完関  

係にあることになる。また逆に、ESの値が0ならば、J国とK国の輸出構造がまったく同  

じで、世界市場で両国の輸出財は競合関係にあるといえる。   

囲2－3 によると、年々ESの値は0に近づく形で低下してきており、全体として日  

本と韓国の世界市場における輸出の構造が類似に向かっているといえる。先に述べたよう  

に過去20年間の産業構造の変化は、韓国が日本の産業構造に近づいていく過程であった。  

貿易構造は産業構造の反映であり、貿易構造の類似性が高まっているという事実は両国の  

産業構造の変遷と整合的である。（高中1999）   

図2－3  

『国際連合貿易統計年鑑』より作成  
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（3）日本の貿易構造   

日本と韓国の貿易構造が類似に向かっていることを踏まえた上で、両国で貿易額から  

測った貿易構造の推移を見ていく。ここで貿易構造とは、ある産業（S汀Cl桁分類）での  

輸出額（輸入額）が、全産業の輸出額（輸入額）に占める割合をここでは意味している。   

日本の貿易構造の変化は図2－4・5に示されている。   

まず、輸出品目の構造をみてみよう。図2－4 から明らかにわかることは」分類7  

の機械・輸送用機械類が一貫して高い割合を保っているということである。分類7の占め  

る割合は高く、他の産業の10倍近い額となっている。日本の輸出は機械・輸送機器に極  

端にかたよっていることが分かるであろう。   

次に輸入構造を見てみよう。変化の傾向を強くもっている部門は、この分類7と分類  

3である。分類7の機械・輸送用機械類の割合は20年間で徐利こ高まっていることがわ  

かる。この事実は産業内貿易の存在を反映している。次いで割合が高いものとしては、分  

類3の鉱物性燃料である。図2－5はちょうど第2次石油危機が発生した1978年からの  

変遷を示しているが、石油危機以降、石油を中心としたエネルギー消費が大幅に削減され  

たことが分かる。変化の傾向は分類7と分類3とで対照的である。   

このことは産業構造の変遷に照らし合わせて考えると、産業の空洞化や経済のソフト  

化といわれる重化学工業からサービス産業への比重の変化を裏付けているといえよう。  

（4）韓国の貿易構造   

つぎに、韓国の貿易構造の変化を示す。図2－6は韓国の輸出品目の推移である。分  

類8、分類7、分類6の変化に注目したい。分類7の機械・輸送用機械類の割合は80年  

代90年代を通して増加傾向が見られる。一方で分類8その他の製造品、分類6の原料別  

製品の割合が減少している。とはいえ日本と比較して見ると、分類6の割合が高いことが  

わかる。これは2節の（6）で示すが、分類6の主要な構成品目である繊維製晶・鉄鋼・  

金属製晶において韓国が比較優位をもっていることに関係する。   

次に輸入構造について見ると、ここでも分類7の占める割合が高く、日本と同様に産  

業内貿易の存在を示唆する。（図2－7）分類7に次いで大きな割合を占めているのが分  

類3の鉱物性燃料であり、韓国も燃料資源を輸入に依存していることが分かる。日本と同  

様、第2次石油危機以降、とりわけ1980年以降に分類3で減少傾向が見られる。  
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拘2－4 日本の始出品日の構造  

E）8MtSCMANUFACllJRED GOODS  

■7kAAC川NES．17tANSPORTEQU［P  

臼6BASICMANUFÅCれJRES  

E］5CMEMICLS．RELAltDPROD NES  

IL4創ⅦM▲LVEGETABLEOIL．FAT  

ロ3M糾ERALFUELSETC  
ロ2CRUD亡MATERLS．EXCLFUELS  

℡18EVERAGESANDTOBACCO  
田OFOODANDLⅣE劇ⅦMALS  

F国際連合貿易統計年鑑封乃作成  

㌔ず㌔♂♂ぜ♂ぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜ  

閂2－5 日象の■入品目の鋼遷  

肘
勘
 
 
 
 
気
 
 
 
 
％
 
 
 
 
も
叩
 
 
 
％
 
 
 
 
％
 
∞
 
 
抑
 
 
め
 
 
叩
 
 
∞
 
 
紺
 
 

□8MBCMANUFACTUREDGOODS  
r7MAC川削ES，lTuNSPORTEQUIP  

ロ88ASICMANUFACIURES  
□5（｝1EMICLS，REuTモDPRODNES  

■4AⅦMAしVEG亡mBLEOILFAT  
■3MINERALFUELSETC  
ロ2CRUDEMATERLS．EXCLFUELS  

81BEVERAG∈SANDTOBACCO  
田OFOODANDLⅣEAMMALS  

ヰ0私  

：貯％  

20％  

10‰  

○％  

『国1際連合貿易統計年錠jより作成   

革ず♂♂♂ぜ♂ぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜぜ  

随  



閏2－6韓国の輸出品日の構亜  
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（5）日本と韓国の比較優位構造の変化   

産業の発展と衰退の過程は各国の輸出入額で測った貿易特化指数でとらえることがで  

きる。貿易特化指数は純輸出比率（NER：net eXpOrt ratio）ともいわれ、次のように定義  

される。  

∬さ一丁さ  
〃友好…   

∬ア＋ナチ  

ズさ：世界市場におけるk国の商品iの輸出額  

Ⅰチ：  世界市場におけるk国の商品iの輸入額  

ただしiは棲準国際貿易分類（S汀C）で1桁レベルの分類に含まれる商品  

この指数は－1から＋1までの値をとり、輸出入のバランスがどのようになっている  

かを示す。k国のあるiという商品の輸出がまったく行なわれていなければ－1、輸出が  

わずかでも存在していて輸入がまったく行なわれていなければ＋1をとる。輸出入額がバ  

ランスするのであれば、貿易特化指数は0になる。以下では貿易特化指数を「国際競争力」  

の1つの指標とみなして話を進める。   

日本の貿易特化指数は図2－8で示した。各産業の指数がどの辺りで推移しているか  

が重要である。分類7の機械・輸送用機器で安定した競争力を持つ反面、食料や資振等の  

分野では著しく輸入にかたよっていることが読み取れる。   

次に、韓国の貿易特化指数を図2－9に示した。全体のパターンから次のことが観察  

できる。データの始まりである1978年では韓国が偏った比較優位・比較劣位を持ってい  

る。しかし、年とともに特化係数の値は次第に収束していき、90年代後半では0付近で推  

移して輸出入のバランスが取れていることが分かるであろう。   

日本との比較において特筆すべきことは、分類7、分類8の変遷である。分類7の機  

械・輸送機器は1982年に輸出額が輸入額を上回り、その後一貫した上昇傾向にある。分  

類8については80年代後半からの変化に注目してもらいたい。それまで高い輸出競争力  

を保っていたにもかかわらず、急激に比較優位を失っていることが分かる。  
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閏2－8 貿易特化指数く日本）  
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ここで80年代後半から90年代前半にかけて、韓国産業の状況がいかなるものであっ  

たかを述べたい。5カ年計画の時期としては、第6次5カ年計画（1987～1991）の頃で  

ある。   

1970年代の韓国政府による選択的産業政策に対して内外からの批判が高まり、85年  

に工業発展法が導入された。この法律が制定されたため、これまで適応されてきた産業育  

成法が廃止されることになった。この法律は産業政策の性格を、政府が指定した産業部門  

を優遇するという「部門別アプローチ」から、合理化が必要な部門のみを優遇するという  

「機能的アプローチ」に変えるものであった。この合理化プログラムでは自動車・重建設  

機械・重電機・船舶エンジン・石炭・繊維・染料・鉄合金に対して優遇政策がとられた。  

こうした法改正と同時に輸入自由化がおこなわれ、競争力のない分野の淘汰が進んだ。（朴  

1999）   

合理化が行なわれた部門に衣料産業が含まれていないことに注目してもらいたい。衣  

料製品は分類8の主要な構成要素であった。国2－9において、80年代後半から急速に  

比較優位が失われていく状況は、韓国の衣料産業が不況業種に転落していく状況を明確に  

物語っている。また業種別の平均賃金を見ると、1988年において最も賃金が低いのは衣  

料産業であった。こうした低賃金部門ではこの時期、MEsから東南アジアなどへ工場移  

転が進んだという。（滝沢1992）したがって分類8で競争力が低下していく過程は、韓  

国の低賃金を背景とした比較優位が次第に失われていく過程であったと捉えることができ  

る。   

さらに優遇政策がとられた多くの部門が、分類7の機械・輸送機器に含まれる産業部  

門と一致することを臍まえれば、政府による産業政策が比較優位維持のために果たした役  

割を否定することはできない。ただし、韓国政府による産業政策は90年代前半までで終  

了したことを付け加えておく。それ以降の状況は第4節で述べる。   

ここで、日本の産業政策についてみておこう。60年代は日本も、工業発展法以前の韓  

国と同じように政府による介入的な産業政策が行なわれていた。この時期の産業政策の中  

心は設備投資の調整であった。こうした政策が取られたのは、俄烈な過当競争で過剰な設  

備投資を生み出し、産業全体の国際競争力を下げるおそれがあったからである。通産省は  

企業合併を進めて大鹿模生産体制を確立し規模の経済性を追及した。その際、鉄鋼・繊維・  

石油・製紙などの個別企業の設備投資に対して直接介入を行なっている。産業政策の質的  

変化が生じたのは、70年代初めである。この頃、高度経済成長の歪みで公害が社会開題と  

なった。産業政策にはこの公害対策も含まれることになる。第1次石油危機以降、日本が  

重点をおいてきたエネルギー多消費型の産業は構造不況業種へ転落した。この頃から産業  

政策が変質する。つまり、政府による企業への直接的な介入は影をひそめ、不況産業への  

対策、ハイテク産業へのR＆D支出、貿易摩擦の回避が中心になったのである。（伊藤・清  

野・奥野・鈴村1988）  
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これまで見てきたことをまとめておこう。日本と韓国の貿易構造の特徴について、貿  

易特化指数の推移から次の3点が明らかになる。第1に、日本の貿易構造では輸出入どち  

らにおいても分類7機械・輸送機器が大きなシェアを占める。しかも日本は同分類の産業  

で輸出競争力を持っている。第2に、韓国の貿易構造では分類7について，輸出では拡大  

傾向がみられ、輸入では第2次石油危機時の減少を除けば、一貫して高い割合を保ってい  

ることである。第3に、韓国の貿易構造ではデータを取った過去20年間で、輸出・輸入  

の一方に偏る傾向が弱まっていくことが分かった。とりわけ分類8の輸出競争力の低下が  

特徴的である。   

上に挙げた点に注目して、以下では分類7の代表的な産業と、特化係数の推移で特徴  

的な傾向が示された衣料産業、加えて繊維産業で比較優位構造をみていく。   

1国のある財の比較優位を計る指標として、顕示比較優位指数（RCA：Revealed  

ComparativeAdvantage）を用いる。RCAは次の計算式で定義される。  

∬f／ガf  
尺C4芝   

ズ㌢／ギ  

ギ／ズf：k国の総輸出額（T）に占める商品iの輸出額の割合  

∬㌢／ギ：全世界（W）の総輸出額（T）に占める商品iの輸出額の割合   

つまり、k国における商品iの輸出シェアを世界全体における商品iの輸出シェアで  

割ったものである。このRCAが1を超えた値を示すと、その国は商品iで比較優位を持っ  

ていることを示す。   

RCAを用いて日本と韓国の比較優位構造を見てみる。   

図2－10・11は分類77の電気機器のRCAである。日本では775の家庭用電気機  

器と773の送配電用品以外は1を超えていて比較優位にあるといえる。（図2－10）一  

方、韓国では776の半導体等電気機器と775の家庭用電気機器で強い比較優位を持ってい  

て、両産業が韓国の基幹産業であることが分かる。（図2－11）2つの図を比較すると、  

日本は1を超えている分野のほうが多いが、韓国では1を下回っている分野のほうが多い。  

家庭用電気機器の比較優位指数は日本と韓国で対照的である。後で示すが、776の半導体  

等電気機器は韓国の対日輸出品目のうち最も大きな割合を占めている。韓国で776の半導  

体電気機器の比較優位指数が98年以降下がっているのは、韓国製DRAMの価格低下を反  

映している。（通商白書2003）   

次は分類78の走行用車両である。日本では786のトレーラ｝・コンテナを除いて分  

類78に含まれるすべての製品で比較優位がある。とりわけ、781の乗用自動車と785の  
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バイク・原付で高い優位性を示している。（図2－12）一方韓国は781の乗用自動車で  

比較優位を示しているものの、日本のようにすべての製品で比較優位が見られるわけでは  

ない。韓国の自動車産業では過度に乗用車に依存した体質が分かる。（図2－13）国連  

の貿易データによると、2001年で韓国の自動車産業、つまり分類78全体の輸出額は153．6  

億ドルで、そのうち乗用車の輸出額は120．1億ドルとなっていて全体の78パーセントを  

占めている。一方日本では分類78の輸出額は809．7億ドルで、乗用車の輸出額は528．8  

億ドルとなっており全体に占める割合は65パーセントである。これは韓国の自動車産業  

が長足の進歩を遂げてきたとはいえ、いまだ日本ほど層の厚みがないことを示している。   

続いて、衣料産業を見てみよう。縦軸のスケールの取り方が同じでないので注意して  

ほしい。日本製晶のうち統計が取られている品目は、847の衣類の付属品（織物）と848  

の衣類の付属品（編物）だけであった。この二つをだけみてもRCAは0．14以下と比較劣  

位にあって日本で衣料製品はもっばら輸入に依存している状況が分かる。（図2－14）  

一方、韓国の衣料産業は先に示したとおり、80年代後半の輸入自由化と賃金の上昇により  

比較劣位産業となっている。帝国の衣料産業は847の衣類の付属品（編物）で比較優位を  

持っているが、主要な製品である842の男性用衣類と843の女性用衣類では比較優位を持  

っていない。（図2－15）   

最後に繊維産業について見てみる。図2－16では日本の繊維産業が653の人造繊維  

の糸を除くすべての分野が比較劣位にある一方、図2－17 に示された韓国の繊維産業は  

すぺての分野で1を上回り、比較優位を持っていることが示されている。繊維製品がつく  

られる全工程は自動化が達成されており、大規模な工場設備で生産されていることを想起  

すれば、比較的資本集約的な分野で韓国が比較優位をもっていることがいえる。  
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匪2－10 日本宅気緩畢  

十771電動式動力機とその部品  

一艇－772スイッチやコンセント  

丁73送配電用品  

m車＿∨、774医療用電気機器  

－＃－775家庭用電気機器  

－●－776半導体等電子部品  

十778その他  

『国際連合貿易統計年鑑』より作成  

1≦〉97  柑98  柑99  2000  2∝〉1  

騨2－11♯国t気僻  

ー1トー771電動式動力機とその部品  

一聴・－772スイッチやコンセント  

773送配電用品  

→州、77ヰ医療用電気機器  

一業－775家庭用電気機藩  

＋776半導体等電子部晶  
十778その他  

『国際連合貿易統計年鑑』より作成   

1997  1998  柑99  2抑0  2001  
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斡2－12 日本走行用軍馬  

◆781乗用自動車  

一億十782貨物用自動車  

7幻その他車  

“、ハ・しL7糾車の部分品、付属品  

一疇←785パイクや原付など  

一●－788トレーラーやコンテナ  

『国際連合貿易続潮年鑑』より作成  

1997  1998  1999  2∝氾  

鼠2－18■閂走行用車爾  

一◆－781乗用自動車  

一瞥－782貨物用自動車  

783その他車  

叫㍗ヤフ糾車の部分品、付属品  
一策・・－785バイクや原付など  

一●－786トレーラーやコンテナ  

『国際連合貿易統計年鑑』より作成   
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閂2－14 日本衣椎葉  

十842男物衣類  

■隆一843女子乳幼児用衣類  

84ヰ下着類（織物）  

－ヰー…、845外衣類、その他織物製品  

一丼一糾6下着（編物）  

十847衣類の付属品（織物）  
十848付属品（編物）、帽子  

『国際連合貿易銃新年鑑』より作成  

1999  2000  2081  柑97  1g88  

罰2－15韓国衣料産業  

十842男物衣類  

一服・・・843女子乳幼児用衣類  

8ヰl下着類（肋）  

…川づで…W845外衣類、その他織物製品  

ヰー846下着（編物）  

十847衣類の付属品（織物）  
＋8ヰ8付属品（編物）、帽子  

『国際連合貿易統計年鑑』より作成   

1999  2000  2001  1997  1998  

97  



邑2－18 日本糾産業  

－●－851織物用捜錐の糸  

｛騎」652綿織物   853 

人造繊維の糸  

“′・‥、654その他織物  

一路－855編物  

十防8刺繍糸、リボン、等  

十657特殊織物  

『国際連合貿易統計年鑑』より作成  

1987  1898  1！婚9  2000  

閂2－17♯閂雌産業  

十651擁物用紙錐の糸  

一弘・・652綿織物  

853人造繊維の糸  

叫て小8糾その地織物  

一儀ト・・855編物  

＋8粥刺繍糸、リボン、等  

十657特殊織物  

『国際連合貿易統計年鑑』より作成   

1997  1988  1999  2000  2001  
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以上のことをまとめると次の3点がいえる。第1に、技術集約的な部門で日本は安定  

した比較優位を持っていることである。第2に、韓国は80年ごろから労働集約的産業か  

ら資本集約的産業へと構造を変化させ、近年では技術集約的な部門で競争力をつけてきた  

のではあるが、製品の層は厚くなく、バラエティにおいて日本に劣っていることである。  

第3に、資本集約的な部門では日本が概ね比較優位を失っている一方で、韓国は未だ強い  

比較優位を持っていることである。  

表2－1 日本と韓国の技術力比較  

研究開発部門の科学  科学・技術雑   R＆D支出   
者・エンジニア数  誌論文数  

特許権・ライセンス使用料   

年   1990－2000   1997   1989－2000   
受け取り 2000   

支払い 2000   

日本   4960   43891   2．8   10227   11007   

韓国   2139   4619   2．7   668   3221   

単位  人口百万人あたり  対GDP比   百万＄   百万＄   

『WorldDevelopmentlndicators2002』より作成   

産業の高度化に関してRCAから以上のような分析ができたが、これは両国の技術力の  

差を見ても裏付けることができる。表2－1に日本と韓国における技術力の比較を示した。  

研究開発部門の科学者・エンジニア数は日本が韓国の倍以上となっている。論文数におい  

て日本は韓国のおよそ10倍である。特許権・ライセンス使用料に注目したい。2000年、  

日本では受け取り額が102．2億ドル、支払い額が110．0億ドルとほぼバランス対して、韓  

国では受け取り額が6．6億ドル、支払い飯が32．2億ドルと、支払い額が受け取り額の5  

倍となっている。韓国は未だ世界からの技術の輸入に依存しているのである。  
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（6）2国間貿易の状況   

以上では日本と韓国の対世界貿易を検証した。そこで分かったことを踏まえて、次に  

2国間貿易の状況についてみていく。表2－2は単純に産業別で二国間貿易の輸出入額の  

推移を示したものである。国連の貿易データと分類の仕方が異なるので注意が必要である  

が、両国の貿易構造を探る目的上の問題とはならない。   

まず、韓国から日本への輸入額の大きい「食料品」を見てみよう。この分野では韓国  

から日本への一方的な輸出が行なわれている。その半分以上は「魚介類及び同調理品」で  

あり、日韓自由貿易協定で関税が撤廃されることにより、日本の水産業に壊滅的な打撃を  

与えることが危倶されている。   

次に「原料別製品」を見てみよう。この分野では「鉄鋼」の占める割合が両国とも高  

く、約半分を占めている。（4）で示したように、韓国は「繊維製品」、「鉄鋼」、「金属製  

品」で比較優位を持ち、日本への輸出額は安定したものとなっている。   

最後に「機械類及び輸送機器類」を見てみよう。この分野で韓国の主要な対日輸出品  

目は「半導体等電子部晶」、「事務用機器（コンピュータを指している）」、それから「音響・  

映像機器」である。ここで注目したいのは、日本から一方的に韓国へ輸出される品目であ  

る。「金属加工機械」、「加熱用・冷却用機器」、「重電機器」、「繊維機械」などの製造機械  

や、「ベアリング及び同部分晶」「自動車の部分品」などの製品の素材となる部品はほとん  

どが日本から韓国へ輸出されている。この事実から韓国は日本から製造機械や部品を輸入  

し、それを用いて製造した機械製品を輸出しているという貿易構造が存在していることが  

分かる。「機械類」において韓国は、技術集約的な産業を持つ日本などから製造機械や部  

品を輸入し、それを用いて製造した機械製品を世界全体に輸出しているという貿易構造が  

成り立っており、しばらくはこの構造に大きな変化が起こるとは考えられない。   

「機械類」での輸出入の格差が大きく寄与して、全体として日本から韓国への輸出額  

が韓国から日本への輸入額を大きく上回っている。このことは対日貿易赤字の存在を意味  

する。日韓自由貿易協定で懸念されていることは、関税の撤廃をはじめとした日韓での貿  

易自由化によってこうした貿易の不均衡がより拡大するおそれがあるということである。  

図2－18 をみれば、どの年のデータを見ても輸入飯が輸出額を上回っていて対日貿易赤  

字が続いていることが分かる。しかし、韓国の国別貿易額で上位を占めるアメリカと中国  

に対しては、輸出額が輸入額を上回り貿易黒字を計上していることが読み取れる。同じ図  

から、近年韓国は中国への依存を強めていることがわかる。対中輸出額は90年代前半か  

ら急激な伸びを示し、90年代後半には対日輸出額に追いつき、2001年では輸出額の逆  

転が生じている。これは主に韓国が中国への直接投資で必要となる設備投資の増加を反映  

したもので、今後も韓国は中国への進出を通して対中輸出を増加させると見られている。  

（貿易投資自書2003）  
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匿2－18 対日本・アメリカ・中国  
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第3節 農業部門への影響・衰退産業に対する政策について   

これまで見てきたような自国と外国の比較優位構造の変化は、国内の構造調整をもた  

らす外圧となる。外圧は時として特定のセクターに壊滅的な打撃を与えることがあるため、  

競争力のないセクターに従事する人々や利害関係者から自由化への猛烈な反対運動が起こ  

る。（兼光1991K唖man，Obstftld2000）日本と韓国は衰退産業に対して継続的な保  

護を行なってきた。図2－8・9の貿易特化指数から明らかなように、日本と韓国で農  

業の衰退は今にして起こったことではない。先進国はおおむね農林水産業で国際競争力を  

失う傾向にある。それでも日本と韓国は他の先進国と比べて、保護主義的な政策の傾向は  

より顕著に表れている。以下では両国の保護の現状と望ましい政策について述べていく。  

（1）両国の保護の現状   

日韓両国の農業分野をみる上で、両国の農業保護の現状を考えることは重要である。  

図3－1はOECD加盟国の「生産者名目保護率（NPC）」を国別に表したものである。  

生産者名目保護率とは、ある国の農産品の国内価格と世界価格の差（内外価格差）を世界  

価格で割ったものである。これはある国の農産品の国内価格が国際価格よりどれだけ割高  

になっているのかを示す。内外価格差は貿易障壁による保護政策だけではなく、国内価格  

維持に関わる様々な保護政策の結果も反映することに注意されたい。自由貿易の下では、  

国内市場と国際市場の輸送費を無視すれば内外価格差はゼロとなるので、名目保護率もゼ  

ロとなる。関税等や輸入数量制限などの政策で国内価格が高く維持されれば、名目保護率  

は正の値をとる。   

日本、韓国の名目保護率はそれぞれ、約2．3％、約2．8％となっている。これは具体的  

には、両国の生産者と消費者が直面している農産物価格が日本では世界価格の約3．3倍、  

韓国で約3．8倍であることを示す。   

図3－2はOECD加盟国の「生産者支持推定療（PSE）」を国別に表したものである。  

生産者支持推定額とは農業の保護水準を表す指標の一つで、評価した農業生産額を世界価  

格で除した比率を表している。「農業生産や農業所得を支持している政策諸手段によって、  

消費者ないし納税者から生産者に移転した金額」のことで、生産者支持推定額は、農業を  

支援するための財政支出に伴う納税者から生産者への移転も含むため、「生産者名目保革  

率（NPC）」と比べて、より包括的な農業保護水準の指標と言うことができる。   

続いて図3－3はOECD加盟国の「生産者支持推定額（PSE）」の構成を国別に表し  

たもので、農業保護がどのような政策により達成されたのかを示している。日本、韓国の  

生産者支持推定額のほとんどは、価格支持政策によって占められている。  
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図3－1  
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図3－3   
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（2）農業保護の社会的費用   

過度の農業保護は様々な問題点を持つ。現在、日本と韓国で行われている価格支持政  

策による保護は、市場メカニズムを機能不全にしてしまう。本来、市場の需給関係を反映  

して決定される価格が政府によって操作されるからである。これにより市場を通じた需給  

予測が困難になり、過剰生産やそれに伴う生産調整等の問題が生まれる。また農業保護は  

「構造調整」が進むことを阻む。構造調整とは、相対的に生産性の低い非効率な部門から  

資源をより効率的な部門に移し、経済全体の生産性を上げることであり、これが進んでい  

ない現在の農業部門は非効率と言える。小鬼模農家が多く、生産の大親模化による効率化  

が進んでいないというのは、その典型と言える。   

農業分野は日韓両国で相対的に小さい産業であり、また以上のような問題点を持つに  

も関わらず農業保護が行われているのは政治的背景がある。農民は農協などを中心に結束  

力が強い一方、日韓両国の消費者は豊かであり、また数が多く一人当たりの直接費用は小  

さく農業保護に寛容である。しかし国際化が進み貿易が活発化する中で、農業保護の社会  

的費用は急速に拡大しつつある。例えば、mを結ぶ国が増える中で自国もmを締結  

しようとする際に、農業問題がネックとなり交渉が頓挫すれば、農業分野より相対的に大  

きな産業において多大な挽失が発生する。農業保護の代償はそれにかかる直接費用の他に、  

他の産業へも及ぼうとしている。  
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これまで述べてきたことをまとめてみよう。図3－1・2から分かるように、日韓両  

国の農業保護の水準は高い。そして図3－3からは、農業保護が具体的には価格支持政策  

を通して行われていることがわかる。価格支持政策とは関税や輸入数量制限等によって国  

内の農産物価格を世界価格より高く維持し、農業生産者を保護しようとするものである。  

価格支持政策が両国で大きな役割を果たしているということは、図3－1からも分かる。  

同じ図では両国の生産者名目保護率が高いことが示されているが、それは同時に両国の農  

産物の内外価格差が高いということを表すからである。   

一国全体として見れば、農業保護は移転を引き起こす。例えば農業を保護するための  

財政支出は、納税者から農産物生産者への移転を伴う。また価格支持政策は農産物の消費  

者に世界価格より高い農産物を買うことを強いる。消費者から生産者への移転を引き起こ  

す。農業保護は農産物の消費者や納税者の負担によって行なわれていることを忘れてはな  

らない。  

（3）農業の多面的機能の保護   

農業保護の根拠として、一般的に農業の持つ多面的機能の保護ということが挙げられ  

る。農業の多面的機能とは農業がもたらす「正の外部性」のことである。例えば水田がも  

たらす「洪水防止機能」等がそれにあたる。正の外部性は市場メカニズムによって適正に  

資源配分されることはないので、政府が行なう政策によって保護されなければならない。  

現在、日韓両国では農業の多面的機能の保護という政策目的を達成するために、主に価格  

支持という政策手段が用いられている。農業と農業の持つ正の外部性を保毒するという国  

内の問題に関わる政策目的を達成するために、価格支持という貿易政策が用いられている  

のだが、これは政策目的に対して最適の政策が採られていないことを表す。以下の部分均  

衡分析では2つのことを示す。第1に、現在の価格支持政策は多面的機能保護のための最  

適な政策手段ではなく、非効率をもたらすということである。第2に、m締結により貿  

易障壁がなくなり価格支持政策ができなくなっても、それに代わる政策によって多面的機  

能は保護されるということを示す。  
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図3－4 価格支持政策と生産補助金の比較  

参考：嘉田良平他『農林業の外部軽済効果と環境農業政策』多賀出版，1995  

多面常磯鹿骨辟持するための政策の比殴  一部分埠衝分析で測る脚   

Ss：社会的供給曲線（農業の正の外部性を加味した供給曲線）   

Ss：私的供給曲線（農業の正の外部性を加味しない供給曲線）   

Ⅰ㌦：世界価格   

Ps：関税等の価格支持政策によって実現される国内価格   

農産物生産者は農業を通じて、農産物以外に洪水防止などの価値を生み出しているが、  

それは評価されないために、評価されるときよりも生産コストが余計にかかる。したがっ  

て農家が実際に直面する供給曲線は、正の外部性が加味された供給曲線より左に位置する。   

図3－4は社会的総余剰の観点から、農業の多面的機能を保護する2つの政策を比較  

したものである。ひとつは現在行われている価格支持政策である。価格支持政策は貿易障  

壁を設けることで達成される。ここでは貿易障壁として関税を想定している。もうひとつ  

の政策は農業の多面的機能に応じて政府から生産者に生産補助金を与えるという政策であ  

る。生産補助金政策はm締結後、つまり貿易障壁が全くないという仮定の上で実施さ  

れるものである。以下で二つの政策の性質をそれぞれ見てみる。  
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・盾格支持政策  

関税や輸入数量制限によって国内価格を世界価格より高く維持し、正の外  

部性を生み出す農産物生産者を保護する。この政策が実施されれば国内価  

格は世界価格より高くなるため、消費者はその分負担を強いられることと  

なる。またこの政策は消費のゆがみ（G＋J）を生み出すため、生産補助金  

政策より総余剰は小さくなる。  

＊総余剰（A＋B＋C＋D＋E＋F＋I＋H）  

＝消費者余剰（A＋H）＋生産者余剰（B＋C）＋関税収入（F＋Ⅰ）＋正の外部性（D＋E）  

・生産粛財金  

私的供給曲線が社会的供給曲線に一致するまで、政府が生産補助金を与え  

る政策である。もしFTAにより国内価格が下落すれば、農産物生産者は  

正の外部性の対価を受け取れなくなり、農産物の生産水準が下がることか  

ら農業の多面的機能は失われる。しかし、その時政府が生産補助金を与え  

て、農産物の生産水準が国内価格の下落以前と変わらないようにすれば、  

農業の多面的機能が維持される。生産補助金政策では価格が操作されるこ  

とはないので、消費者は世界価格と同じ国内価格で消費することができる。  

また価格が市場メカニズムによって決定されるので、価格支持政策によっ  

て生まれる消費のゆがみは生じない。  

＊総余剰（A＋B＋C＋D＋E＋F＋G＋H＋I＋J）  

＝消費者余剰（A＋H＋B＋E＋F＋Ⅰ＋J＋G）＋生産者余剰（C＋D）  

＋正の外部性（D＋E）一財政支出（D＋E）   

以上の比較で分かるように、mにより貿易障壁が無くなり価格支持政策ができなく  

なっても、他の政策手段によって農業の多面的機能は保護できる。消費のゆがみの存在を  

考えれば、むしろ価格支持政策による保護は非効率といえ、mによって貿易障壁を無く  

していくと同時に生産補助金政策を行っていくことが好ましいと言える。  
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（4）日韓mが農業に与える効果   

m締結は日韓両国の農業における市場メカニズムを回復させ、構造調整を促進する。  

構造調整が進むことで両国の農業分野は効率化し、農業に関する社会的費用は減少するこ  

とが期待できる。具体的には非効率な小規模農家が農業生産から撤退し、農業生産の集積  

による効率化が起こることが予想される。小規模農家の撤退に伴って失業などのコストが  

発生することが予想されるが、それらのコストは時限的な所得保障などで解決していける。  

市場メカニズムが回復することで、農家には生産の大規模化やブランドの確立等、競争力  

を高めるインセンチイブが生まれる。したがって、日韓FTAは両国の農業の新たな発展  

を生み出す可能性を持つ。   

日韓両国は現在まで共に手厚く保護されてきており、両国で自由化が行われても、そ  

れに伴う比較劣位産業の淘汰は激しいものにはならないと考えられる。日韓両国が今後、  

農業の占める位置が大きい東南アジア諸国などとFTAを結ぶことを見据えれば、日韓F  

TAは農業分野の競争力を高めるためのよい準備期間となる。  
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第4節 日韓自由貿易協定の意味   

第4節では経済状況の変化が著しく、現在も大きな変動の過程にある韓国の様子を中  

心にみていく。現在、日本と韓国で自由貿易協定締結に向けた交渉が始まろうとしている  

が、そこに至るまでの変遷を見ることで、日韓自由貿易協定が両国にとってどのような意  

味を持ってくるのかを明らかにしたい。   

90年代の韓国経済を捉える上で必要な視点が二つある。産業の自由化と資本取引の自  

由化である。前者については、第2節で述べてきたように80年代後半に生じた産業政策  

の質的変化の延長にあるものである。産業の高度化がある程度達成されたことから、韓国  

政府は産業政策のあり方を直接介入的なものから間接的なものへと転換させたのであった。  

1993年から政権の座についた金泳三大統飯は、80年代後半から進んできた産業政策の自  

由化をさらに一歩進め、5カ年計画と選択的産業政策を放棄した。   

後者については、80年代末からの動向がきわめて重要である。1989年に対外借入規  

制の撤廃と短期借入の自由化が行なわれた。韓国の資本取引自由化はここからはじまるこ  

とになる。資本取引の自由化にともなって、金融機関の業務規制の緩和や金利・為替の自  

由化といった金融の自由化も行なわれた。   

こうした金融自由化は財閥・銀行の行動を変えるものであった。90年代前半、財閥の  

動きを見ると、規模の拡大や多角化が生じている。この拡大過程で政府による介入がなか  

ったことは70年代との比較において特徴的なことであるが、ここで重要なことは財閥・  

銀行の対外的な取引が活発化したことである。財閥はこれまでのように密接な関係を持っ  

たメインバンクに借り入れを依存する必要がなくなり、海外からの資金の借り入れを行な  

うようになった。特に海外進出した財閥による外貨の借り入れが増加した。銀行も業務の  

国際化を図り、対外進出やオフショア市場からの借り入れを増加させた。こうした対外拡  

張志向は一方で対外債務残高の上昇をもたらした。（高2003）   

また、短期借入の自由化によって韓国に大量の短期性資本が流入している。90年代前  

半、韓国は資本収支の黒字を計上しているが、それには短期性資金流入の寄与が大きい。  

韓国の金融機関には、調達は短期性資本で行いそれを長期で運用するといった構造が存在  

した。この短期性資本に引き上げ圧力がかかると、長期運用している資産は回収できない  

ので金融危機に陥る可能性がある。（吉富2003）   

97年にタイで生じた通貨危機の際、韓国では海外資本引き上げ、特に短期性外貨の急  

速な流出が生じた。以上述べたことが要因となって、資本流出が韓国でデフォルト危機に  

まで至る深刻な状況をもたらしたのである。   

デフォルト危機によって韓国軽済はIMFの緊急融資を受けることになった。韓国の危  

機的な状況は、韓国経済に対するIMFの圧倒的影響力を認めさせることになった。  
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IMFへの融資申請直後に発足した金大中政権は、IMFのコンディショナリティー（融  

資条件）のもと、紫蘇的なマクロ経済政策をとることとなった。IMFは韓国に金融・企業・  

労働市場での構造改革を求め、金大中大統領はそれにしたがって財閥・金融・公共部門・  

労働市場の4大部門で構造改革を行なった。改革当初、高金利と急激な信用収紆によって  

GDP戒長率は－6．7％まで落ち込んだ。しかし、98年後半からのⅤ字型回復を遂げ、2001  

年8月にはIMFの融資を完済している。（金・井川2002）   

韓国の構造改革は現在も続いている。改革の指針は金大中政権の打ち出したものから  

変わっていない。その政策的傾向は新自由主義的といわれる（高2003）。新自由主義とは、  

市場の機能を重視し、政府による介入を最大限排除する原則のことである。新自由主義的  

政策は規制緩和、民営化、労働市場の需給バランス（「労働市場の柔軟性」といわれる）  

の向上、福祉部門への財政削減を目指すことにその特徴がある。（ギデンズ2002）4大部  

門でその傾向を検証してみたい。   

まず、金融部門では通貨危機以降も続く、資本取引の自由化が挙げられる。98年5月  

に海外からのM＆Aを許容し、外国人直接投資開放業種を拡大した。6月には外国人株式  

投資限度を完全に撤廃、短期金融商品も外国人に開放した。これによって証券投資の大半  

を占めた韓国株式については、銘柄当りの外国人投資限度が通貨危機直前の26パーセン  

トから一気に100パーセントまで引き上げられたことになる。（高2003）韓国の通貨危機  

最大の要因軋90年代から急速に流入してきた短期性資金の引き上げであった。それにも  

かかわらず、資本の流れを規制せずにいっそう急激なものにしようとする政策は、マクロ  

経済のバランスを著しく毀捜するおそれがある。   

企業部門については、これまで過剰な多角化を行ってきた財閥に対して、重複投資の  

改善が求められ、ビッグディールといわれる財閥の業務整理が行なわれた。それと同時に、  

コーポレートガバナンスのあり方に転換が求められている。つまり、財閥の総帥を中心と  

した韓国型の企業統治から、欧米型の樺主資本主義への転換である。   

公共部門の改革によって浦項製鉄や韓国重工業などの公企業は民営化された。また、  

公務員数の削減といった政府組織の締小が行なわれた。   

労働部門では98年2月に整理解雇制が法制化され、労働市場の柔軟性向上に向けた取  

り組みが進んでいる。   

韓国の4大部門改革から、新自由主義的傾向を読み取ることは用意である。こうした  

傾向は国内政策だけでなく、対外政策においても同様に見られる。  

日韓自由貿易協定の締結を検討している産官学の研究会報告書によると、日韓mの  

基本原則として「包括性」が挙げられている。長くなるがそこからの引用を示す。  

日韓mは包括的であるぺきであり、特定のセクターを全体として自由化プ  

ロセスから除外することなく、すべてのセクターを対象とするぺきである。ま  

ず何よりも、日韓mは、あらゆるセクターにおける関税及び非関税障壁の  
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撤廃を含むぺきものであり、サービス、投資、政府調達、相互承認、知的財産  

権などの分野における自由化と円滑化を含むぺきである。経済的な協力が貿易  

自由化に果たす補完的役割を考慮すれば、日韓mは幅広い分野、とりわけ、  

貿易と投資の促進、競争、科学技術、運輸、放送、環境、人材養成といった分  

野における2国間協力を推進するための様々な方法にも集中的に取り組むべき  

ものである。（日韓自由貿易協定共同研究会報告書 2003）   

日韓自由貿易協定に盛り込まれる予定の、貿易の自由化や海外直接投資に関わる規制  

緩和は、韓国が90年代に進めてきた産業の自由化、資本取引の自由化の延長にあると捉  

えるべきであろう。   

近年、韓国企業に政府が補助金を与えているとして、韓国はWmの紛争解決の場で  

提訴されている。（JETRO WEBページ）2002年7月、韓国政府が半導体大手2社に補助  

金を与えていた疑いに対して、EUが調査を開始することを発表した。その年の10月には  

韓国政府が韓国造船メーカーに対して輸出補助金を与えているとして、EUはWTOに正  

式に提訴している。また、2002年12月には米国国際貿易委員会（n℃）によって、韓国  

政府が韓国製DRAMに補助金を与えている疑いに対して事実であったとの仮決定を下し  

た。もはや韓国において、政府が直接介入的な産業政策をとることは国際的に許されなく  

なっているのである。   

第2節で見てきたように、韓国と日本には技術の善が存在している。韓国は技術集約  

的な部門でまだ層が厚いとは言えず、海外からの技術輸入に偏重している。韓国にとって  

はさらなる産業の高度化が必要であるが、これまでのような選択的産業政策が行なえない  

という条件のもとでは、今後海外からの技術移転の重要性が増すであろう。   

日本の構造改革への取り組みについてここでは触れなかったが、日本も韓国と同様に  

mを構造改革の一助にしようという意図をもっている。このことは基本原則として挙げ  

られている「相互利益の拡大」という箇所を読めば明らかである。以下は同じ報告書から  

の引用である。  

現在のグローバリゼーションの趨勢を鑑みて、両国は急速に拡大する国際賞易  

環境と同一歩調を維持することが必要である。日韓mは、進行中の構造改  

革を推進し、世界的な基準に合致しない非効率的な慣行を撤廃することを通じ、  

この目的に寄与することが可能である。（同上）   

日韓自由貿易協定は、関税や非関税障壁といった両国間に存在する障壁を撤廃するば  

かりではない。両国の制度を「世界的な基準」に調和させることで構造改革を進める外圧  

となることが期待されているのである。  
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まとめ   

この論文では、日本と韓国の産業・貿易構造の変遷を中心に、現在両国が自由貿易協  

定を結ぶに至る経済的な経緯を述べてきた。   

第1節では、世界的に2匡Ⅰ間貿易交渉の締結が増えてきていることを示した。その原  

因は多国間交渉を進めているWm体制が機能麻痺に陥っていることであった。自由貿易  

への弾みを維持するものとして2国間交渉の重要性が近年増してきているのである。   

第2節では、日本と韓国の産業・貿易構造について詳しく見てきた。その過程は韓国  

の比較優位構造が日本の比較優位構造へと収赦していくものであった。経済発展の過程で  

は両国とも政府による産業政策が一定の役割を果たしたことが示されている。   

第3節では、両国で国際競争力を失っている農業部門についてみてきた。日本と韓国  

は他の先進国の中でも、農業に対する保護的な政策が強いことが示された。農業には多面  

的機能があり、この正の外部性は市場によって配分されないことから、m締結で生じる  

外圧に対して政府による何らか補償が必要となる。その補償としては市場のゆがみを引き  

起こす価格支持政策よりも時限的な直接補償が望ましいことを示した。現在、農業保護政  

策として継続的な価格支持政策を日韓両国は取っているが、本格的に自由化への取り組み  

を進めるのであれば、農業分野をはじめとした衰退産業へのこうした保護のあり方を根本  

から見直す必要がある。   

第4節では、80年末から現在まで韓国経済がどのような変化をたどってきたのかを見  

た。ここでは産業の自由化と資本取引の自由化が、韓国経済の動向に決定的な役割を果た  

したことを示した。2つの自由化によって財閥や銀行の対外拡張が生じると同時に、短期  

性の外貨流入と対外債務残高の増加がもたらされた。これが97年にタイで通貨危機が生  

じた際、韓国でデフォルト危機にまで至る要因となったのである。97年以降、韓国はIMF  

のコンディショナリティーのもと、4大部門の構造改革に取り組むことになった。そこで  

は新自由主義的な傾向が露骨に表れている。国際間取引の世界的な自由化を踏まえ、日韓  

自由貿易協定には日本と韓国の構造改革を推し進める役割が期待されている。  
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